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１．受診者拡大のための手法検討
２．家庭エコ診断制度（仮）構築に向けた検討

１．受診者拡大のための手法検討
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1-1. 家庭エコ診断制度（仮）の2020年度に向けた目標

 2020年までに受診400万世帯を達成するためには、普及戦略による社会的認知度の向上とともに、
各家庭が気軽に診断を受診できるような環境を構築する必要がある。

 全国で各家庭が診断を受け入れる体制を整備した上で（診断インフラ構築期）、環境意識の高い家
庭に診断を受診してもらい、その効果を広げていく（社会的認知度向上期）。そして、 2020年度に向
けて全世帯に向けた積極的な広報展開を実施し（爆発的発展期）、家庭向けエコ診断制度の社会的
定着を目指す。

家庭エコ診断制度（仮）の2020年度診断目標

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

のべ診断数（世帯）
400万

300万

200万

100万

⺠間企業等による診断
⇒様々なビジネスモデルに
より、継続して発展 地域を中⼼とした診断

⇒⾃治体による対策や地域コミュニティの
活性化ツールとして実施

2020年に向けた2014年
の診断数（⽬安）

⺠間：9万世帯
地域：1万世帯

10万
世帯に
実施

のべ
400万
世帯

診断インフラ
構築期

社会的認知度
向上期

爆発的
発展期

家庭エコ診断制度
（仮）スタート

1-2. 普及戦略の基本方針
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平成24年度検討会における議論をふまえ、以下の方針で平成25年度普及戦略を進める。
・目標（2020年までにのべ約400万世帯の受診）達成に向けては受診者拡大へのアプローチが重要。
・受診者層を関心度合いから主に4段階に分類し、受診者層別に制度の普及を進める。

5000万世帯
（2020年イメージ）

専門分野
別診断を

受診

診断を受診

相談

エコに興味がある世帯

営業

団体方式で受診
a）自治体職員への診断

a）企業従業員への診断

地域の
環境イベント

c）ポータルサイトの整備
・動画によるうちエコ診断の紹介
・広報ツールによる興味助成

口コミ

診断・相談に興味のある世帯

制度との連携

無関心層

実施主体
の拡大

受診へ誘導

a）低炭素まちづくり法、地球温暖化対策推進法、
リフォーム等との連携

ｂ）各企業の環境イベントとの
連携、シンポジウムの開催

対策支援に資する資格等との連携

ｄ）全国的メディアとの連携
・ケーブルテレビ等による動画による紹介
・全国の地方新聞社との連携

レイヤー別普及方針

950万世帯

3250世帯

400万世帯

400万世帯

※各層の世帯数は、トランスコスモス社「消費者のエコに関する
購買動向調査 2010年10月」の統計データより推計



1-3. 平成25年度事業における受診者拡大方策のポイント
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受診者拡大には、「エコに無関心な層」「エコに興味がある層」を受診に誘導する働きかけが重要である。
受診者層の拡大に向けて、以下の方策を進める。

①課題の
抽出

④認知度の
向上

⑤受容性の
向上

受診者拡⼤への
アプローチ

②実施主体の
拡⼤ ③診断員の

多様化

課題解決の
ステップ

・自治体主導、各種団体や地域協議会などとの連携、民間企業の業種の多様化、

プロモーション企業との連携などの実施主体の多様化

・自治体等による補助事業など、各種制度との連携 など

・世帯ニーズに対応するスキルをもった

診断員の育成

・他の資格との連携

・地域の診断実施機関における第2次試行

試験の受講対策講座の開催 など

・新聞社、自治体広報、企業広報の活用などメディアなど

との連携

・ポータルサイトの整備や紹介動画制作などによる普及

・イベント等による普及

・診断の内容に興味を持ってもらい、受診につながる

ワンポイントアドバイスツールの作成 など

・家庭部門における省CO2に係る範囲の事柄を取り扱う制度としてのブランディング

・「診断ソフトの改善」「webシステム構築」など診断プロセスの合理化 など
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１-4. 第1回普及戦略検討分科会での審議・結果を受けた検討

第1回普及戦略検討分科会（平成25年5月28日開催）にて、平成25年度の普及戦略案を審議・検討した。
この検討結果を受け、2020年度の目標達成に向けた普及戦略案を策定する予定。

主たるご意見

 普及のための施策が先行している感がある。施策投入の「セグメント」「ターゲット」「投資効果」など明らかに
した方が良い。

 ターゲットを絞り込む際の条件は「エコへの関心度」だけではないはず。「儲かる儲からないといった経済的
観点」「リフォームニーズ」など他の条件も併せて調査した方が良い。

 メディア戦略以外の普及策も並行して実行した方が効果的である（例：学校教育での環境学習との連携な
ど）

「市場の現状」「家庭エコ診断事業に対する反応」「先行ケーススタディー」などを改めて調査し、
「2020年度目標達成に向けた普及戦略ロードマップ」を策定する予定。
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１-5. 2020年度の目標達成に向けた普及戦略策定のためのタスク

2020年度の目標達成に向けた具体的な普及戦略の策定には、以下フローでタスクを解決していく。

TASK-1

現状を把握する

TASK-2

ロードマップを策定する

TASK-3

具体的な対策を実施する

①市場の全体
像の把握

②市場に関す
る既存の各種
データの活用

④家庭エコ診
断ケーススタ

ディー

⑥平成25年度

の具体的な対
策（試行）

⑦平成26～27

年度の具体的
な対策

⑧平成28年度

以降の具体的
な対策

⑤2020年度目
標達成に向け
た普及戦略
ロードマップ

平成26年度以降の
家庭エコ診断の実施
に関する方向性

上位方針

連動

③家庭エコ診
断事業に対す
る意識調査

普及戦略策定フローとタスク

input input input input

展開 展開 展開

実行

・平成24年度にご議

論いただいた具体
的な対策

（一部先行試行）

実行

再位置づけ
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1-6. 2020年度に向けた普及戦略策定のための詳細スケジュール案（TASK-1、TASK-2）

平成25年度 7月～8月

1st 2nd 3rd 4th 5th 6th 7th 8th 9th

段階

検討会・分科会

TASK-1
現状を把握
する

①市場の全
体像の把握

②市場に関
する既存の
各種データの
活用

③家庭エコ診
断事業に対
する意識調
査

④家庭エコ診
断ケーススタ
ディー

TASK-2
ロードマップを策定する

第
1
回
検
討
会

第
2
回
第
一
分
科
会

普及戦略ロード
マップとりまとめ

ネ
ッ
ト
調
査

普及戦略ロードマップ
とりまとめのための検討

・調査結果から明らかに
なった課題の確認
・課題を解決するための
対策の検討
・目標の設定
・効果の確認

など

調査データ
の分析

調査設計（目的・
対象・地域・方法・
有効回答数など）
と設問確認など調

査準備

調査
データ
の分析

対象データの洗い
出しとデータの収集

調査実施
調査結果と

りまとめ

調査方法・
項目・内容・
調査対象

現状把握
課題の確認
対策検討
目標設定

とりまとめ
実施
準備

ネ
ッ
ト
調
査

調査データ
の分析

調査設計（目的・
対象・地域・方法・
有効回答数など）
と設問確認など調

査準備

課
題
解
決
方
針
・
役
割
の
設
定
・
準
備
な
ど

タスクフォース会議を開催しタスクを解決する

家庭エコ診断事業
（仮）の制度や診断
の提供方法などのブ
ラッシュアップに活用
できる情報も併せて
整理する。



①市場の全体像の把握
・調査方法 ネットリサーチ
・調査内容 今後詳細設計する
・アウトプットのイメージ
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【参考】「TASK-1 現状を把握する」 内容（案）

○先ず、TASK-1において「現状を把握」する。具体的には以下の4点について調査を行う予定である。
①市場の全体像の把握 ②市場に関する既存の各種データの活用
③家庭エコ診断事業に対する意識調査 ④家庭エコ診断ケーススタディー

○その結果を総合的に分析・判断し「TASK-2 2020年度目標達成に向けた普及戦略ロードマップの策
定」へ繋げる。 今後詳細設計を実施予定。

③家庭エコ診断事業に対する意識調査

・「認知度」「関心度」「期待度」をネットリ
サーチ

・アウトプットのイメージ

④家庭エコ診断ケーススタディー

・既に家庭エコ診断の活動が活発な地域
（1～2地域）の情報を入手・整理し「成功の
鍵」を明らかにする。具体的には以下。

 うちエコ診断の魅力
 提供スキーム
 広報活動の成果
 資金や資源
 課題
 受診者の感想 など

・アウトプットイメージ

「成功の鍵」を発見し、①と②から導き出す
仮説の裏付け・補足データとする

⑤2020年度目標達成に向けた普及
戦略ロードマップ

「具体的な施策の決定」「施策の対象となる世帯数」「受
診につながる予想効果」など

エコロジー意識

経
済
性
感
度

高低

低

高 ＡグループＢグループ

ＣグループＤグループ

△△△△派
00%

＠＠＠＠派
00%

◆◆◆◆派
00%

○○○○派
00%

例

 各領域の母数の推定
 各領域の特性（年齢・性別・居住地域・

住居形態・家族構成・趣味・情報入手手
段・リフォームへの意思など）

 「認知」「関心」「期待」の各割合を明らか
にする。

 普及のための施策を見い出す
 普及戦略とは直接関係しないが、診断

ｻｰﾋﾞｽの提供方法や内容改善などにつ
ながる情報も抽出する。

②市場に関する既存の各種データの活用
・各種の公的な情報
・マスメディアや広告代理店などの公開された市場に関する情報
・大学などの研究機関の調査や文献
など、既存の各種データを調査し、目標策定に向けての情報として活用する。

活
用

例

認知度

関心度

期待度

「認知度」調査を皮切りに、
「ＹＥＳ」「ＮＯ」ならびに「何
故」「どうすれば」などを段
階的に調査する。

連動し
た調査
となるよ
う設計

民間の事例も同様に調査し戦略策定
に活用する

input

input
input

input

定量

定量

定性

定量
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年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 備考

マ
イ
ル
ス
ト
ー
ン

受診世帯
（千世帯）

合計
累計 ** *** *** 4,000

単年度 15 *** *** ****

民間等
累計

単年度 ** ***

地域
累計

単年度 ** **

年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
ターゲット
セグメント

対象者数
（世帯数）

受診
増加数
（目標）

投資
効果

具
体
的
な
手
法

メディア
活用

ポータルサイト

ＳＮＳ活用

新聞記事掲載

展示会でのＰＲ

・・・・

・・・・

その他
活用

他の制度との連携

環境学習との連携

・・・・

・・・・

ロードマップのイメージ

@@@@@@@@@@@@@@@@@@@

@@@@@@@@@@@@@@@@@@@

@@@@@@@@@@@@@@@@@@@

@@@@@@@@@@@@@@@@@@@

@@@@@@@@@@@@@@@@@@@

○TASK-1の市場分析から効果的・効率的な施策を見出しロードマップを策定する。ロードマップにおい
ては、① 2020年度までの各年度の受診世帯数をマイルストーンとする。② 具体的な普及手法と年度ご
との実施内容、効果などを明らかにする。またメディア戦略以外の戦略も併せ策定する。

【参考】「TASK-2 2020年度目標達成に向けた普及戦略ロードマップ」の完成イメージ

①

②
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1-7. 2020年度に向けた普及戦略策定のためのタスク解決スケジュール

区分
平成25年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

検討会
第一分科会
第二分科会

企画
承認

企画立案方針の合意

第一分科会委員との合意
形成

企画
立案

市場調査と施策決定

第2回第1分科会報告と合
意

普及戦略決定

企画
実行

平成25年度の具体的な施
策の市場投入

次年
度以
降の
準備

平成26年度以降の普及戦
略の進め方（詳細決定・予
算化など）

第２回 第３回

第３回

第３回

最
終
報
告

中
間
報
告

イベント・説明会
開催準備

計画と実施ならびに効果測定

確
認

個別
説明

市場調査
施策検討

第１回

（第1回検討会で確認）

報
告

確
認 （第1回検討会で確認）

報
告

確
認

報
告

確
認

（第
３
回
検
討
会
）

（第
３
回
第
一
分
科
会
）

決
定

（第2回第一分科会）

第１回

第１回 第２回

第２回

本日の第1回検討会にて「当該普及戦略検討方針」を確認いただいた後、企画立案に入る。第2回の普
及戦略検討分科会までに企画を行い、平成25年度対策の実施、平成26年度以降の進め方の審議など
具体的な行動に移行する。

1-8. 平成２５年度における普及戦略展開試行のスケジュール
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区分
平成25年度

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 １月 ２月 ３月

検討会
第一分科会
第二分科会

診断
試行

連携・
自治体

民間

普
及
戦
略

普及戦略の
検討

①家庭エコ診断
ポータルサイト

②家庭エコ診断の

紹介動画

③ワンポイントアド
バイスツール

④うちエコ診断紹介
用パンフレット

⑤イベントへの出展

⑥制度展開を見据
えた説明会の開催

第１回

第１回 第２回

第２回

第２回 第３回

第３回

第３回

診断実施・事後調査（地域連携）

受診者の募集（地域連携）

結果
とりまとめ

診断実施サポート（自治体主導）

地域試
行実施
説明会

診断実施・事後調査

受診者の募集

２０２０年度に向けた度普及戦略策定（前ページ）

民間向け説明会
公募・採択

結果
とりまとめ

最
終
報
告

中
間
報
告

完
成制作

企画
検討

企画検討 制作

運用・コンテンツ追加によるブラッシュアップ・効果の確認

完
成 広報計画表に基づいた活用と効果の確認

出
展イベント開催準備

説明会開催準備
制度説明会

開催
企画検討

企画検討

完
成制作

企画
検討 活用と効果の確認

活用と効果の確認完
成制作

企画
検討

第１回

○平成２４年度にご議論いただいた方策について、一部先行しながら、戦略マップに再度位置づけし、
平成２６年度からの展開につなげる。

戦
略
と
し
て
位
置
づ
け



２．家庭エコ診断制度（仮）構築に向けた検討
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２-１. 平成25年度診断実施スキーム（再掲）

14

○３つの実施スキームに応じた形態で、自治体、民間企業及び様々な他の制度との連携を図る。

②申込

④診断

③依頼

①募集 ②申込

④診断

①募集 ②申込

④診断
⑤拡張ｻｰﾋﾞｽ

③依頼連携

自治体

受診世帯

①募集

自治体

③依頼

④紹介
依頼

⑤紹介NPO
自治会
生協等

拡張ｻｰﾋﾞｽを
行わない
企業・団体等
（広報・募集を
中心に連携）

拡張ｻｰﾋﾞｽを
実施可能な
企業・団体等

拡張ｻｰﾋﾞｽを
実施可能な
企業・団体等

委託

自治体主導による実施 民間企業による実施各種団体や地域協議会等との連携による実施

※１：地域協議会等との連携による実施においては、拡張ｻｰﾋﾞｽを実施可能な企業・団体等との連携が可能な場合にのみ紹介を実施する。なお、これら
の企業・団体等との連携が無い場合は、拡張ｻｰﾋﾞｽを実施しない。

※１

※１

※１



実施内容 実施団体

民
間
企
業
等
に
よ
る
診
断
試
行

タイプ１
「うちエコ診断」と自社業務との関連が高く、
自社サービスの一環として「うちエコ診断」
を実施する事業者

○ 一般社団法人JBN
○ TOTO株式会社
○ 株式会社LIXIL
○ 東彩ガス株式会社
○ おひさま進歩エネルギー株式会社

タイプ２
CO2削減の可能性が高いと想定される顧
客と接する機会を有し、その顧客に対し
「うちエコ診断」を実施する事業者

○ 日本興亜損害保険株式会社
○ セコム株式会社
○ パルシステム生活協同組合連合会

タイプ３
「うちエコ診断」と同様に、CO2・エネル
ギー削減を目的とした独自の家庭向けの
エコ診断を、自社サービスとして行ってい
る、もしくは今後行う予定であり、診断
サービスを環境省との連携事業の一環と
して位置付けて実施する事業者

○ Dr.おうちのエネルギー事務局
（JX日鉱日石エネルギー株式会社、ENEOSグロー

ブ株式会社、株式会社ジャパンガスエナジー）
○ ミサワホーム株式会社

２-２．平成24年度民間試行事業の概要 タイプ分類と実施団体
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受診者ターゲットの属性に応じて、創意工夫により自立的に
サービス展開する民間企業等の診断に期待

２-３．平成24年度民間試行事業の概要 検証項目

•民間試行事業の検証内容は大きく「攻め」（「受診者拡大のための手法検討」「自立的運用」）と
「守り」（「事業リスク低減」）の2本柱。具体的には３タイプのスキームにより下記６項目を検証。

検証内容
うちエコ診断 独自診断

タイプ１ タイプ２ タイプ３

受診者拡大のための
手法検討

①一体的な推進による家庭向けエコ診断の認知
度及び受診数の向上

○ ○ ○

②CO2削減可能性の高い顧客とのコンタクト容易
性の検証

○

制度構築
に向けた
検討

③診断による受診者メリット創出の検証（満足度、
CO2削減効果等）

○ ○ ○

自立的運用 ④自社商品・サービスとの連携による「拡張サー
ビス」実施効果の検証

○

事業リスク
低減

⑤個人情報保護や消費者問題対策を厳格運用に
よる、診断制度の中立性・公平性の担保

○ ○ ○

家庭エコ診断
の範囲

⑥質の高い家庭向けエコ診断の要件整理
○ ○ ○

16



A) 実施タイプ（１～３）の枠設定をなくし、幅広い事業者ニーズに即した参加ケース
を用意する （←課題１～７）

B) 独自の家庭エコ診断実施主体との連携のあり方を検討する （←課題７）
C) 受診者確保に向けた裁量付与や認知度向上策への追加支援を実施する

（←課題１、２）
D) 診断プロセスを簡易化し、関係者の負担を軽減する （←課題３）
E) 「拡張サービス」ルールを一部変更する （←課題４）

平成25年度の民間試行事業の展開

課題１ 受診者確保の困難性
課題２ 「拡張サービス」による自立性確保の困難性
課題３ 関係者（受診者、診断員、実施組織）の診断実施負担の大きさ
課題４ 消費者問題対策の厳格運用による課題

課題５ タイプ１（うちエコ診断：自社サービス型）とタイプ２（うちエコ診断：業務検証型）の
タイプの違いの希薄化

課題６ 複数事業者が参画する共同事業体の質の担保
課題７ タイプ３（独自診断型）とうちエコ診断との差異と共通性を踏まえた適切な位置づけ

平成24年度検証結果から明らかになった課題

２-４．平成25年度民間試行事業の目的
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A) 実施タイプ（１～３）の枠設定をなくし、幅広い事業者ニーズに即した参加ケース
を用意する

B) 独自の家庭エコ診断実施主体との連携のあり方を検討する

２-５．平成25年度民間試行実施にあたって①参加形態

うちエコ診断

独自の家庭向けエコ診断

：うちエコ診断総合事務局が認定するうちエコ診断員による、環境省が用意する専用ソフトを用いた診断のこと

参加形態３参加形態１

自社サービスの一環として、
「うちエコ診断」の
プロセス全体を実施する企業等

自社サービスの一環として、
「独自の家庭向けエコ診断」の
プロセス全体を実施する企業等

参加形態２

うちエコ診断
プロセス全体の実施

独自の家庭向けエコ診断
プロセス全体の実施

：独自の家庭向けエコ診断員による、独自ソフトを用いた診断のこと。

家

庭

エ
コ
診

断

プロセス全体の実施

うちエコ診断の一部
プロセスに関する協力

うちエコ診断のプロセス全体は
自ら実施しないものの、
プロセスの一部分について、
うちエコ診断に協力する企業等

一部プロセスの実施

18



参加形態１

自社サービスの一環として、
「うちエコ診断」のプロセス全体を実施する企業等

○診断によって提示される対策を商品・サービスとして扱っており、販売促進等を目的と
して診断サービスを用いる企業等

例：建築工事・リフォーム等関連業、住宅設備・電気機械器具等販売関連業、
エネルギー関連業 等

○顧客満足度向上を通じた新規顧客獲得、既存顧客維持等を目的として診断サービス
を用いる企業等

例：ホームセキュリティ業、保険業、生活協同組合、農業協同組合、
クレジットカード等関連業、銀行業、不動産業、引越業、児童福祉事業 等

うちエコ診断プロセス全体の実施

診断員研修 うちエコ診断

受診者
募集

事前調査 診断 事後調査
拡張

サービス

プロセス全体を実施

+

２-６．平成25年度民間試行実施にあたって ①参加形態
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参加形態２

自社サービスの一環として、「独自の家庭向けエコ診断」
のプロセス全体を実施する企業等

診断員研修 独自の家庭向けエコ診断

受診者
募集

事前調査 診断

プロセス全体を実施

独自の家庭エコ向け診断プロセス全体の実施

○独自の家庭エコ診断ソフトの要件
• シミュレーションソフト等によって診断世帯の各種エネルギー使用実態を踏まえたCO2排出総

量及び内訳が示されること。
• CO2排出内訳別にCO2削減のための対策提案が示されること。

○特定の製品やサービス等を販売促進することを目的とせず、公平性のある診断ができること。
○独自の家庭向けエコ診断を実施し、その結果に基づき対策に取り組むことで、家庭のCO2削減に

寄与するものであること。
○環境省との連携事業としての独自の家庭エコ診断のあり方検討に協力すること。

• PR方法（例：家庭エコ診断の効果的なキャンペーン募集方法等）
• 診断プロセスの共通基盤整備（例：個人情報保護、消費者問題対策等）
• 診断ソフトの共通基盤整備（例：受診者視点での分かりやすい診断、情報提供のための診断

ソフトのロジック検証及び共同改善の実施）

拡張
サービス+

２-７．平成25年度民間試行実施にあたって ①参加形態
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参加形態３

うちエコ診断のプロセス全体は自ら実施しないものの、プロセスの一部分に
ついて、自社の持つ資源を有効活用することで、家庭エコ診断に協力する企業。

うちエコ診断の一部プロセスに関する協力

○ 診断の「受診者募集」に関する協力ができる企業等
（例：会員のネットワークを有する等、受診者との間のメディアとしての機能を有する企業等

[例：ホームセキュリティ業、保険業、生活協同組合、フィットネスクラブ、ケーブルテレビ等] ）

○ 「診断場所の提供」「受診インセンティブ提供」に関する協力ができる企業等
（例：診断を行う場所を有している、受診者が集まることにメリットを感じる企業等 [例：児童福祉事業、小売店等] ）

○ 「診断員の養成と診断実施」に関する協力ができる企業等
（例：診断に関するスキル・ノウハウを有する人材を有している企業等

[例：対策提案の専門知識を持つ企業等、受診者との円滑なコミュニケーションに長けた企業等] ）

○ 「対策提案に関する見積・商品紹介等」に関する協力ができる企業等
（例：対策実施に関する受診者の具体的なニーズに対応できる専門知識や資源を有する企業等

[例：建築工事・リフォーム等関連業、住宅設備・電気機械器具等販売関連業、エネルギー関連業等] ）

○ 「対策効果の見える化」に関する協力ができる企業等
（例：対策実施によるエネルギー使用量削減実績を定量的に提示できる企業等

[例：エネルギー関連業、ＨＥＭＳプロバイダ等] ）

○ 「従業員の受診という形での協力ができる企業等」

診断員研修 うちエコ診断

受診者
募集

事前調査 診断 事後調査
拡張

サービス+
一部プロセスの協力

２-８．平成25年度民間試行実施にあたって ①参加形態
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E) 「拡張サービス」ルールを一部変更する

受診者からの
拡張サービス
の要請

うちエコ診断
拡張

サービス+
同意書への

署名

拡張サービス
の実施

受診者からの
拡張サービス
の要請

うちエコ診断
拡張

サービス+

拡張サービス
の実施

診断

診断

受診申請

受診申請

申請書の
中での

同意チェック

平成24年度の「拡張サービス」実施プロセス

平成25年度に新たに用意する「拡張サービス」実施プロセス

申請書
の記載

＜参加形態１に関係＞

２-９．平成25年度民間試行実施にあたって ④「拡張サービス」ルールの一部変更
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２-１０．平成25年度民間試行実施採択事業者一覧および試行内容

23

住宅

２-１０．平成25年度民間試行実施採択事業者一覧および試行内容

24

住宅性能評価



２-１０．平成25年度民間試行実施採択事業者一覧および試行内容

25

エネルギー

２-１０．平成25年度民間試行実施採択事業者一覧および試行内容

26

家電

まちづくり



２-１０．平成25年度民間試行実施採択事業者一覧および試行内容

27

地域
協同組合

２-１０．平成25年度民間試行実施採択事業者一覧および試行内容

28

エネルギー



２-１１. 平成25年度民間試行実施のスケジュール
4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月

公募

診断期間

参加
形態

１

①自社サービスとしての
「うちエコ診断」試行検証

②診断員の選定と養成

③顧客に対する受診希望
者の募集

④診断ﾌﾟﾛｾｽ全体の実施

⑤アンケート調査の実施

⑥ウェブ上での管理ｼｽﾃﾑ
による診断の進捗管理

参加
形態

２

①自社サービスにおける
家庭エコ診断の実施

②環境省との連携事業と
しての独自の家庭エコ診
断のあり方検討

③事業事務局が開催する
研修会への参加

④診断結果の報告

参加
形態3

①家庭エコ診断の一部プ
ロセスに関する協力

各種計画書提出
（参加形態１の場合）

公募期間（参加形態１、２）

説明会

採択

体制整備

事前アンケート

募集期間

実施計画書 中間報告 実績報告書

選定
養成

事後アンケート

計画策定
試行

検証

進捗管理
体制整備

公募期間（参加形態３）
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